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研究成果の概要（和文）：本研究は大きく三つの領域において成果をあげた。第一に、日本の政

治経済体制、とくに日本型の福祉・雇用レジームの特質を、比較政治経済学の視点から明らか

にした。第二に、レジームを転換していくためのオプションを検討し、各種のシンクタンクや

政府の委員会などで政策提言もおこなった。第三に、世論調査でこうしたオプション群への人々

の選好のあり方を明らかにし、新しい政党間対立軸の可能性を示した。

研究成果の概要（英文）：This project has successfully achieved three goals which were aimed
at in the research proposal. First, characteristics of the Japanese employment welfare
regime have been clarified comparing to other types of regimes. Second, policy options for
regime shift are scrutinized and policy proposals are made for several governmental
committees and research institutes. Third, opinion researches on policy preferences among
people are operated, and the results are developed into research evidences for considering
the future of party politics in Japan.
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頭もあって、政党政治の対立軸も融解を始め
ていた。
その評価をめぐって大きなぶれを経験し

た日本型の政治経済について、人々がより客
観的に、冷静に判断を下していくための基準
設定が求められていた。また、その抜本的な
改革の道筋についても、政策オプションを検
証し、議論を整理していくことが必要となっ
ていた。さらに、既存の体制の評価のあり方
や、政策オプションの設定とかかわって、流
動化する政党政治がどこに着地点を見出し
ていくかも関心を呼んでいた。
要するに、日本型政治経済についていかな

る評価基準をもち、どのような政策オプショ
ンを念頭において、どう新しい政治的対立軸
を展望するかが問われていたのである。
このような現実をふまえて研究の動向を

見ると、デンマークの政治社会学者Ｇ・エス
ピン・アンデルセンの主導する比較福祉国家
研究が、政治経済を比較分析する有力なフレ
ームとして登場し、優良な実証研究も増大し
ていた。しかし日本については、このフレー
ムに位置づけることが困難とも言われ、その
成果が活かされていなかった。

２．研究の目的

以上のような背景のもとで、本研究は大き
く３つ（当初の計画調書では第一と第二をま
とめて２つ）の目的を掲げた。

第一に、日本型の政治経済、とくに生活保
障の仕組みについて、国際比較の視点を交え
つつ、できるだけ客観的でバランスのとれた
分析枠組みを呈示し、その特徴を明らかにし
ていくことである。そのために、比較福祉国
家研究の枠組みを活用し、日本型の福祉・雇
用レジームの特質を、「日独型レジーム」の
一つとして捉え、「アングロサクソン型レジ
ーム」「北欧型レジーム」と対照させていく。

もちろん、「日独型レジーム」といっても、
大陸ヨーロッパ諸国と、福祉国家形成の歴史
的なスタートラインを異にする日本の相違
も無視できない。したがって、こうした類型
論を一つの踏み台としつつも、最終的には日
本独自の福祉・雇用レジームの固有の位置を
浮き彫りにする。

第二に、その「日独型レジーム」が大きな
困難に直面している現実をふまえて、改革の
オプションについて整理する。「日独型レジ
ーム」は、諸レジームのなかではグローバル
化と脱工業化に対する対応力がもっとも弱
いと言われている。だが、他のレジームも多
かれ少なかれ環境の変化に対する対応を迫
られている。こうしたなかで、諸レジームの
長所、短所を比較検討しつつ、さらに各レジ
ームで積み重ねられてきた改革論議を集約

しながら、脱「日独型レジーム」の政策オプ
ションを整理する。

第三に、こうした政策オプション群が新し
い政治的対立軸を形成していく上で、あるい
は逆にアジェンダから消えていく上で、政党
政治の現状がどのように影響するか、さらに
は、こうした政策オプション群やそれをめぐ
る世論の動向が、政党政治の再編をいかに方
向づけるかを検討する。

３．研究の方法

第一の課題については、これまでの比較福
祉国家研究や比較政治経済学の理論と実証
研究を集約しながら、また、この分野で第一
線に立つ内外の研究者を招いた研究会やシ
ンポジウムを重ねながら、日本の福祉・雇用
レジームのポジションを明らかにしていく。
その場合、日本型の仕組みと大陸ヨーロッパ
の福祉・雇用レジームとの共通の属性にも注
目しながら「日独型レジーム」の概念を分析
の出発点とする。

第二の課題に関しては、北欧型レジームや
アングロサクソン型レジームを含めて各国
ですすめられる改革政治、とくに雇用と社会
保障をめぐる政策動向について、現地におけ
るヒアリングなどをとおして把握する。また
当該国の研究者との交流をとおして政策オ
プション群の分析と評価をすすめる。

その場合、いずれのレジームも共有してき
た 20 世紀型福祉国家の基本的な特質が解体
している事実に注目する。20 世紀型福祉国家
は、男性稼ぎ主のライフサイクルを想定して、
そこに想定されるリスクを社会保険でシェ
アしていく、というかたちにおいては共通性
があった。ところが、労働市場が変容し、安
定した見返りのある雇用そのものが減少す
るなかで、このようなかたちそのものが維持
できなくなっている。

そこで、雇用と社会保障を組み合わせる新
しいアプローチが浮上している。それは、雇
用と社会保障を強く連携させつつ、その際、
就労のための支援そのものはむしろ強化し
ていく「アクティベーション」の方法、同じ
く、雇用と社会保障を連携させつつも、社会
保障の規模は縮小し、就労の義務を前面に打
ち出す「ワークフェア」の方法、さらに、雇
用と社会保障を切り離してしまい、雇用とは
無関係に最低限の所得保障を一律におこな
おうとする「ベーシック・インカム」の方法
が区別できる。各国の模索する改革政策は、
こうした３つの方法が様々なかたちで組み
合わされたものであり、３つの方法の政策効
果の検討をすすめつつ、それぞれの方法の具
体的事例やその組み合わせのかたちを比較
分析していく。



第三の課題については、全国的な世論調査
をとおして、既存体制の評価、政策オプショ
ン群への評価、政党支持と政策オプション評
価の関連についての分析をすすめる。その他、
政党関係者などからのヒアリングも含めて、
脱「日独型レジーム」の展開と政党政治との
関連を明らかにする。

４．研究成果

本研究は、以上のような仮説と方法に基づ
いて、論文や書籍などのかたちで公刊された
研究アウトプットとしても、また、比較政策
分析に基づいた政策提言としても、さらには
諸政策への支持動向や政党政治の新しい対
立軸の形成をめぐる実証的データの提供と
しても、多くの成果を挙げた。

第一に、本研究は、論文や書籍のかたちで
数多くの成果を公刊してきた。その一部は、
この報告書に記したとおりである。そのなか
でも、研究代表者による 2008 年、2009 年の
単著（図書⑤および図書①）は本研究の直接
的な成果という性格がとくに強い。

図書①では、日本型の福祉・雇用レジーム
の特質を、実証的なデータをふまえつつ、比
較レジーム論の視点から明らかにした。明ら
かになったのは以下のような事実である。ま
ず、社会保障における家族主義や職域的に分
立した社会保険制度という点で、日本の制度
は大陸ヨーロッパとの共通性が多く、この点
でまさに「日独型レジーム」を構成している。
しかし他方において、大陸ヨーロッパ諸国と
異なり、相対的に小さな社会保障支出を安定
的な雇用保障で代替したことに日本型福
祉・雇用レジームの特質がある。

そして図書②では、日本型の福祉・雇用レ
ジームの形成と展開の政治過程を分析した。
60 年代まで遡りながら、いかなる政治的対抗
関係が、日本型の制度の独自性にむすびつい
たかを、比較論的な視点から辿った。
さらに、こうしたレジームが解体しつつあ

る後に、いかなる政党政治の対立軸が現れつ
つあるかを分析した。市場か福祉かという社
会経済軸では、各党の政策スタンスに収斂傾
向が見られること､他方で伝統・家族か個人
化という社会文化軸では、潜在的には対立が
深まっていく傾向を指摘した。

第二に本研究は、脱「日独型レジーム」と
いう観点から、国際シンポジウムなどで多く
の問題提起をおこない、また論文や書籍をと
おして雇用や社会保障に関する政策提言も
おこなった。
図書①では、これまでの日本のレジームが、

雇用によって社会保障を代替してきた面が
強いのに対して、新たにこれを社会保障と積
極的に連携させていくことを提起した。具体

的には、比較政策研究の結果をふまえて、ア
クティベーションの方法に部分的にはベー
シック・インカム型の制度も組み込みながら、
雇用を軸にした生活保障を、新しい環境に適
合的なかたちで継承し、発展させることを提
唱した。また、日本的経営と土建国家に代え
て、見返りのある雇用機会を生み出していく
道筋についても論じた。
併せて、政権政党の如何を問わず、政府の

委員会や研究会などで、あるいは各種のシン
クタンクや研究プロジェクトにおいて、本研
究の成果をふまえた問題提起、政策提起を重
ねてきた。
第三に、本研究は 2007 年度および 2009 年

度に全国および北海道において、レジーム評
価をめぐる世論調査をおこない、その結果を
公表してきた。
たとえば雑誌論文⑬は 2007 年度の全国世

論調査に基づく分析であるが、人々がレジー
ム選択において福祉社会を志向しつつも、こ
れまでの福祉・雇用レジームが生んだ強い行
政不信ゆえに、負担や給付において福祉社会
の方向に踏み出しかねていることを示し、こ
のことを「行政不信に満ちた福祉社会志向」
と名づけた。
さらにその他①は、2009 年度に北海道でお

こなった世論調査の分析である。ここでも
2007 年度調査と同様の世論動向を見出すと
同時に、人々の政策選好をより細かくとらえ、
分析をした。
こうした世論調査は第一の成果として挙

げた新しい政策対立軸の展望などにも活か
され、またデータとしても公表された。
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